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米国特許情報 

米国外での逸失利益に対する損害賠償を受けることを容認する 

連邦最高裁判所の判決と留意すべき事項 
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１. はじめに 
 

米国特許法第 284条には、損害賠償に関し、次のように規定されています。 
 

 原告に有利な評決が下された場合、裁判所は原告に、侵害を補償するのに十分な損害賠償を裁定するもの

とし、当該賠償は如何なる場合にも、侵害者が行った発明の使用に対する合理的ロイヤルティに裁判所が

定める利息及び費用を加えたものを下回らないものとする。 

 損害賠償額について陪審による評決が行われなかった場合は、裁判所がそれを査定しなければならない。

何れの場合にも、裁判所は損害賠償額を評決又は査定された額の 3 倍まで増額することができる。 

 

米国特許法第 284 条は、一般的な損害賠償を規定するものです。この一般的な賠償規定は、

米国特許法第 271 条(f)(2)下の特許侵害による外国（米国外）での遺失利益に対する損害賠償を

特許権者が受けることを容認するか否かに関し、連邦最高裁判所において審理されていました。 

 

そして、2018年 6月 22日、米国特許法第 284条に規定の一般的な損害賠償規定が、米国外

での遺失利益に対する損害賠償を特許権者が受けることを容認する旨、連邦最高裁判所は判示し

ました。本件の最高裁判決について、以下に詳細に説明します。 
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